
1．はじめに
北海道の人口は、全国より 10年早い 1998 年か

ら急激に減少を続けており1)、同時に札幌都市圏へ
の人口集中も進んでいることから、特に地方部の農
山漁村では過疎化の進展が著しく、地域の消滅が懸
念されている。
このような中、北海道は 2015 年 10月に人口減

少対策についての基本戦略と重点戦略プロジェクト
を北海道創生総合戦略としてまとめ公表した2)。こ
の中で、北海道の豊富なエネルギー資源などの活用
を通じた重点戦略プロジェクトを提唱している。
筆者は、従来から北海道の農山漁村に豊富に賦存

している再生可能エネルギー(以下「再エネ」と表記
する)に興味を持ち、日本技術士会北海道本部リー
ジョナルステート研究委員会に所属して様々な活動
に参加するほか、家畜ふん尿を原料とするバイオガ
ス発電やかんがい施設を活用した小水力発電などに
ついて、学会誌やコンサルタンツ北海道などに報告
してきた3)､4)､5)､6)。
本報告では、これまでの再エネに関する経験や情

報などを踏まえて、北海道における再エネ活用の現
状、課題などを記載した後に、北海道の農村漁村に
おける再エネを活用した地方創生について論じるも
のである。

2．北海道の現状と地方創生
(1)人口の動向
北海道の総人口は 1997 年の約 570 万人をピー

クに急激に減少を続けており、国立社会保障・人口
問題研究所の推計によると、今後何も対策を講じな
ければ 2040 年には 419 万人、2060 年には

308.2 万に減少し、高齢者人口比率も、それぞれ
40.7％、44.6％になると予測されている1)。全道
としての人口減少のみならず札幌都市圏への人口集
中も同時に進んでいることから、北海道地方部の農
山漁村の人口減少は加速度的に進んでおり、地域集
落毎に存在していた学校の統廃合や、店舗やガソリ
ンスタンドなどの撤退などが進み、集落機能やコミ
ニテイが崩壊してきており、地域の消滅が懸念され
ている。

(2)経済の動向
北海道の経済を域際収支で見ると、大幅な入超

(2015 年データでは 2 兆 3 千億円7))となってお
り、これが本道の実質所得を下げる要因となってい
る。入超となる主な要因としては、北海道が寒冷な
気候であり、広域分散型の地域であることから、家
庭部門の暖房や給湯用の熱や輸送部門の燃料などの
エネルギー需要が他地域よりも大きく、そのエネル
ギーのほとんどを海外からの化石燃料の輸入に依存
していることがあげられる。これに加えて、他地域
での域際収支の稼ぎ頭である製造業のウエイトが低
く、その約 35％を占める食品製造業の付加価値率
が低いことなど3) から、化石燃料の輸入などにより
生じる域際収支の赤字を補填するだけの黒字幅を確
保できていないことにある。

(3)再エネを活用した地方創生
北海道は、他地域に比べ人口減少が急激に進んで

いるとの危機意識を持ちスピード感を持って諸般の
対策を講じる必要があるとの認識から、北海道創生
総合戦略をまとめて公表した。この中で 5 つの重
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点戦略プロジェクトを示しているが、そのひとつと
して、食をはじめとする地域資源の掘り起こしや磨
き上げ、ネットワーク化、豊富なエネルギー資源の
活用などを通じ、資源・ひと・経済の循環を促進し、
地域外への移出の拡大や内需、雇用の創出につなげ
る、「北のめぐみ(資源・ひと・経済好循環)創出プロ
ジェクト」2) を提唱している。

(4)再エネ導入による地方創生効果
ジョイン・ジョイコブスは著書「発展する地域衰

退する地域」において、「かつて貧しい地域は、広範
な品物を自力では生産できないために支払い能力以
上に輸入するか、さもなければ極端に貧しいことが
多かったが、域外から購入する財を域内生産の財に
置き換える「輸入置換」によって、地域が成長し経済
的に多様化するとして、輸入置換こそが、地域発展
の基本原則である」と述べている8)。北海道の域際
収支は先に述べたようにエネルギー源のほとんどを
石油等の化石燃料の輸入に頼っていることなどから
大幅な赤字となっており、これが地域の実質所得を
下げている大きな要因となっている。輸入している
化石燃料に換えて地域資源である再エネを地域で生
産する輸入置換によって生じる効果について諸富徹
らは以下9) のように述べている。
・域外に流出していた所得部分を地域資源に置き換
えることにより所得が地域に留まり、循環するこ
とにより地域の実質所得を上昇させる効果

・地域資源の活用によるエネルギー生産により、関
連産業が地域に発生し、地域に所得と雇用を生み
出す効果

・域外から調達していた化石燃料を、より安価な地
域資源に置き換えることにより、エネルギー経費
を削減し地域の実質所得を上昇させる効果
さて、地域に再エネを導入できれば常に上記の効

果を地域として得られるのだろうか。単にエネル
ギー源を化石燃料から地域資源である再エネに置き
換えるために、事業主体として大企業を地域に企業
誘致したとしても、地域にとっての効果は若干の地
代と固定資産税が入るだけで、上記の効果は十分に
は得られず地域創生にはつながらない。地方創生と

して大事なのは、地域主導型の再エネ事業として、
地域住民や企業、地方自治体がリスクを負いながら
もお互いに協力して事業体を設立し、地域資源を活
用して再エネ事業を始めることにより、地域経済の
好循環を創りだし、持続的な地域発展・地方創生に
つなげることでなければならない。このことを諸富
徹らは「エネルギー自治」9) と称して推奨してい
る。

3．北海道における再エネの現状と今後
(1)北海道のエネルギー需要特性
日本における最終エネルギーの消費構成は熱が

49％、電力 26％、輸送燃料 25％と言われてお
り10)、熱需要がエネルギー需要のほぼ半分、残りの
4 分の 1 がそれぞれ電力と輸送用燃料となってい
る。北海道は積雪寒冷地であることから家庭部門に
おける暖房や給湯等の熱需要が全国より多いこと、
広域分散型社会であることから輸送部門の燃料需要
も全国より多いとされている。エネルギーは変換し
たり輸送したりする毎に損失が生じることが知られ
ているが、特に熱については長距離輸送に馴染まな
い性質を有している。これまで、再エネの導入につ
いては、2011年 7月に日本に導入された固定価格
買取制度(以下「FIT 制度」と表記する)との関連から
主に電力を中心に論じられてきたが、熱や輸送用燃
料も含めたエネルギー全体で考えるべきであり、こ
の意味で熱と電力を同時に生産する熱電併給(以下
「コジェネレーション」と表記する)や電気と輸送用
燃料に関連する電気自動車(EV)や燃料電池車
(FCV)との関連についても論じるべきものと考え
る。

(2)北海道における再エネの導入の現状
北海道は広大な土地や気象条件などから、太陽

光・風力・地熱・水力・バイオマスや雪氷冷熱など
の再エネのポテンシャルが高い地域である3)。再エ
ネのうち電力については、図-1 に示すように FIT
制度を追い風に、太陽光発電の認定・導入が進んで
いる。風力・地熱・バイオマス発電においても、風
力やバイオマス発電の認定容量は着実に増加傾向に
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あるが、酪農が盛んな道東を中心に導入が進み地域
に定着している家畜ふん尿バイオガス発電4) 以外
は、調査や手続きに時間を要しており、導入が順調
には進んでいない。
水力発電については、明治後期から中小規模から

大規模なダムなどを利用した発電まで様々な取組が
行われてきたが、近年は FIT 制度による既設の発電
施設の改修や既設の農業水利施設や水道施設などの
活用による新たな中小水力発電施設の建設が始まっ
ている5)､6)。
一方、熱利用については未利用木質バイオマスの

ボイラーによる直接燃焼や家畜ふん尿バイオガスの
コジェネレーション、温泉熱や雪氷冷熱などの利用
が始まっている3)。
なお、北海道は四方を海に囲まれており海流や波

力などの海洋エネルギーが豊富であるが、これらの
活用については実証試験段階のものであり、既に実
用化段階に入っている洋上風力発電とともに漁業な
どとの調整が不可欠である。

4．北海道における再エネ導入上の課題と解決
の方向性

(1)大規模集中型から小規模分散型エネルギーへの
パラダイムシフト

これまで日本のエネルギー政策は、効率的でかつ

低コストであるとして、火力や原子力発電を中心と
する大規模集中型システムを基本に論じられてき
た。再エネは基本的には小規模分散型のエネルギー
であり、これまでとかくコストが高いとして主要な
エネルギーとはみなされてこなかった。しかし最近
の動向を見ると太陽光や風力などの発電設備は、近
年世界的に拡大普及期に入り劇的にコストが低下し
ている。ちなみに日本の FIT 制度における事業用
太陽光発電の売電価格は、2012年段階では 10kW
以上一律で税抜き 40 円/kWh であったものが、
2020 年では 10kW 以上 250kW 未満(250kW
以上は市場に移行)は 12 ～ 13 円/kWh と 8 年間
で 1/3 程度に低下している。
また、環境面を見ると、二酸化炭素などの温室効

果ガスの増加による気候変動が顕在化し異常気象が
頻発する中、2016 年 11 月にパリ協定が発効し、
世界の平均気温上昇を産業革命前に比較して 2℃未
満に抑えることへの更なる努力が求められている。
このため世界では大規模で環境破壊的なエネルギー
源(石炭火力や原子力発電)から、温室効果ガスを基
本的に排出しない環境負荷が小さいエネルギーであ
る小規模なエネルギー源(再エネ)に移行するという
パラダイムシフトが起きている12)。
2018年 7月に閣議決定された第 5次エネルギー

基本計画において、政府は 2030年の再エネの構成
比率目標を 22 ～ 24％とし、2050 年には主力電
源化することを目指している13)。これに先立ち
2011年 7月に始まった FIT 制度により、再エネの
内太陽光発電を中心に導入が進み、発電コストが大
きく低減したが、同時に国民負担も急激に増大した。
このため、政府は FIT 制度の抜本的な見直し検討を
進めており、発電コストが着実に低減している事業
用太陽光発電及び風力発電を競争電源として FIT
制度から切り離して市場等での売買に移行させると
ともに、地域に賦存するバイオマスや小水力発電等
については地域活用電源として FIT 制度の枠内で
エネルギーの地域循環に役立てようとしている14)。
日本における再エネを取り巻く最近の環境変化と

して、レジリエンスの確保の必要性が提起されてい
る。背景としては、北海道胆振東部地震による北海
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図-1 北海道における FIT 制度による認定・導入容量の
推移

出典：資源エネルギー庁固定価格制度情報公開用ウェブサイト11)



道全域のブラックアウトや千葉県などで台風被害に
よる長期停電が発生していることがあげられる。北
海道全域のブラックアウト発生時に道内では再エネ
である水力や風力発電施設などが系統に電力を供給
していたが、ブラックアウト時には、これらの発電
施設の多くが単独運転機能を有していなかったため
に、酪農家が所有する家畜ふん尿を原料とするバイ
オガス発電所でさえ稼働できずに、自ら所有する発
電施設の電力を利用することができなかった。唯一
単独運転機能を有していた太陽光発電施設が活用さ
れた。
世界的に進むエネルギーのパラダイムシフトの流

れやエネルギーのレジリエンス確保の観点などか
ら、今後の日本のエネルギーシステムとしては、都
市など人口と産業が集積しエネルギー需要密度の高
い地域でそのメリットをより発揮する大規模集中型
システムの系統が全国に張り巡らされているが、こ
の既存の系統の活用を前提としつつも、地方部では
分散型社会に適した小規模地域分散型エネルギーを
マイクログリッド15) として整備したうえで、既存
の系統に非常時に遮断できる機能を持たせて接続す
べきと考える。

(2)系統連携問題
北海道における再エネの導入は太陽光発電など一

部を除きいまだに十分には進んでいない。その原因
は技術的問題というよりは制度やルールがこれまで
の大規模集中型システムに合うようにできているこ
とに由来するものと思われる。その典型的な案件が
系統連携問題である。
北海道電力(株)は道央圏を除く 3エリア(道南・

道東・苫小牧)の基幹系統において、現行の系統接続
の考え方では系統の空き容量はゼロであると表明し
た16)。これらの地域では発電事業者による送電線
の建設費の高額な負担を前提とした系統の増強案が
北海道電力(株)から示されており、この条件を呑ま
ない限り新たな接続協議には応じない状況である。
このため、道東においては家畜ふん尿を原料とする
バイオガス発電や農業水利施設を活用した小水力発
電など FIT 制度による再エネ電力の新たな導入計

画の事業化をあきらめざるを得ない状況である。
北本連携線などの電力会社間の広域系統の送電線

については、送電線の使用実態が開示されてきてい
るが、北海道内の基幹系統の使用実態の詳細につい
ては公開されておらず、空き容量ゼロと言われても
実際にどれだけ利用されているかは不明となってい
る。安田らの文献によれば、広域機関から公表され
ている各電力会社の基幹電線上位 2 系統の各路線
の利用率の電力会社毎の平均値は、東京・中部・関
西はいずれも 20％を超えているが、北海道は全路
線平均が 14.5％、空き容量ゼロ路線の平均が
14.1％と報告されている18)。
各電力会社内の送電線の空き容量の算定ルールは

公表されていないが、図-2 に示す経産省の資料17)

によれば、全電源が定格出力でフル稼働する条件下
で緊急時用として全容量の半分程度を確保するな
ど、現実には起こりえない極端に安全側の条件で設
定されているものと思われる。このため、より実態
に合った運用ルールの検討が始まっている。図-2
には経産省の審議会で検討されている日本版コネク
ト＆マネージの検討内容が示されており、これによ
れば事故時に作動する瞬時遮断装置の設置により緊
急時用枠を縮小することや、混雑時の出力制御を前
提とした実際の出力を用いた空き容量を算定するこ
とが検討されている。
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図-2 日本版コネクト＆マネージ
出典：経産省審議会資料17)



このような検討を踏まえて東電パワーグリッド
(株)では、現行ルールでは空き容量ゼロとなってい
る千葉方面における再エネの効率的な導入に向けた
取組として、出力抑制を条件に新規接続希望者を募
るノンファーム型接続を試行的に実施している19)。
2020 年 4 月 1 日に北海道においてもスタート

した発送電分離により、送配電を運営する北海道電
力ネットワーク株式会社が新たに誕生した。北海道
新聞の記事20) によれば、藪下新社長に再エネの導
入拡大について聞いたところ「既存設備の空き部分
に流せる電気の量を検証し、効率的な導入拡大に取
り組んでいきたい」と述べている。是非、北海道内
の基幹送電線の利用状況の詳細を開示した上で、既
存送電線のより一層の有効利用を図り、小規模地域
分散型エネルギーの導入促進に貢献することを期待
したい。

(3)電気及び熱、輸送用燃料も含めた再エネの総合
的な活用

前述したように北海道のエネルギー需要のうち半
分以上が熱需要であり、残りは電気と輸送用燃料で
ある。北海道は広域分散型地域であり、広域輸送に
適さない熱エネルギーについては、地域に存在する
エネルギーを活用することがより効率的である。北
海道には熱エネルギーとして利用するのに適した農
林水産業に由来する木質や家畜ふん尿などのバイオ
マスが多く存在する。これらを直接燃焼して得られ
る熱や、地熱・温泉熱・雪氷冷熱、バイオガス発電
時などに発生するコジェネレーションの熱などを地
域で利用することが効率的であると考えられる。
また、輸送用燃料についても、これまで使ってい

たガソリンや軽油などの化石燃料に換えて、地域毎
に賦存する再エネ由来の電気や水素を、地域毎に供
給ステーションを設けて電気自動車(EV)や燃料電
池車(FCV)に供給し活用すべきと考える。EV や
FCV の普及が大前提となるが、人口減少とともに
地方部の農山漁村ではガソリンスタンドの撤退が始
まっており、再エネ由来の電気ステーションは現実
的に検討に値するものと思われる。一方、再エネ由
来の水素生産と供給は、水素ステーションのコスト

が現状では非常に高く大幅なコストダウンが無けれ
ば現実的では無い。
広域分散型社会である北海道の地方部のエネル

ギーシステムとしては大規模集中型よりも小規模分
散型システムの方がより効率的であり、電気のみで
なく熱・輸送用燃料も含めたエネルギーの総合的な
活用を考えるべきである。
人口減少が進んだ地域の集住化や産業育成を木質

バイオマスボイラーによる熱供給や太陽光発電と
EV を核として達成しようとする下川町一の橋地区
のバイオビレッジ構想21) は北海道地方部の農山漁
村の再エネ利用による地方創生の 1 つのモデルと
なっている。

5．おわりに
中国から始まった新型コロナウイルス感染症が世

界的に蔓延し、2020 年春から世界の経済活動がほ
ぼ停止している。このような中、食料やエネルギー
の供給について現時点で問題が生じているとの情報
はないが、自国主義を唱え物品の輸出禁止を唱える
国が増えている昨今、蔓延の継続状況によっては、
今後どうなるか予測不可能である。食料やエネル
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図-3 下川町一の橋バイオビレッジ構想
出典：下川町21)



ギーなど人間の生存に絶対的に必要な基礎的資源に
ついては日本国内で自給する努力をもっとすべきで
ある。国土が狭い日本にあって食料やエネルギー生
産に適した北海道の役割はさらに重要となってきて
いる。
人口が急減している北海道地方部の農山漁村では

地域の消滅が懸念されている。これに対応するため
に各地域に賦存する地域資源である再エネ(林業が
盛んな町では木材産業から出る未利用木材等を、酪
農が盛んな町では家畜ふん尿を、温泉熱の豊富な町
では地熱や温泉熱など)を活用して電気や熱を創り、
その電気や熱を農林水産物の生産や加工に、集落の
暖房・照明に、EV・FCVの輸送用燃料に活用するな
ど、各地でその地域にあった活用方法がある。
すでに道内でも下川町一の橋地区などで地域資源

である再エネを活用した新たな地方創生の取組が始
まっている。現状では人口減少が著しい北海道の多
くの農山漁村においても、地域主導型の再エネ事業
が推進されることにより、地域経済が好循環に転じ、
雇用が創出され、地域が活性化することを切に望む
ものである。

引用文献・参考文献
1)北海道、北海道人口ビジョンの概要～北海道の人口

の現状と展望～、2015.10
2)北海道、北海道創生総合戦略の概要、2015.10
3)大内幸則、北海道における再生可能エネルギー導入

の取組みと地方創生、農業農村工学会誌水土の知
87(4)、pp17～ 18、2019.4

4)大内幸則、北海道における家畜ふん尿バイオガスプ
ラントの導入動向、農業農村工学会誌水土の知 86
(10)、pp43～ 47、2018.10

5)大内幸則、北海道の農業水利施設を活用した小水力
発電の導入事例と課題、農業農村工学会誌水土の知
87(8)、pp29～ 32、2019.8

6)大内幸則、北海道における小水力発電の動向につい
て、コンサルタンツ北海道第 142号、pp38～ 43、
2017.6

7)北海道、北海道経済の現状、p3、2018.8.10
8)ジョイン・ジョイコブス、発展する地域衰退する地

域、p60、筑摩書房、2012
9)諸富徹ら、再生可能エネルギーと地域再生、日本評

論社、pp2、17～ 18、2015.10.20

10)梶山恵司、地方での再発見と活用～地方での再エネ
普及をいかに拡大するか、ドイツの事例分析を踏ま
えて～、富士通総研、2014.10

11)資源エネルギー庁、固定価格買取制度情報公開用
ウェブサイト、https: //www. fit-portal. go. jp/
PublicInfoSummary

12)植田和弘ら、地域分散型エネルギーシステム、p11、
日本評論社、2016.9

13)経済産業省、エネルギー基本計画、pp39 ～ 46、
2018.7

14)経済産業省、総合資源エネルギー調査会基本政策分
科会再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委
員会中間取りまとめ、2020.2

15)諸富徹、電力システム改革と再生可能エネルギー、
日本評論社、pp42～ 43、2015.9

16)北海道電力(株)、第 22回総合エネルギー調査会省
エネルギー・新エネルギー分科会新エネルギー小委
員会系統ワーキンググループ配布資料 5、
2019.10.4

17)経済産業省、第 21回総合エネルギー調査会省エネ
ルギー・新エネルギー分科会新エネルギー小委員会
系統ワーキンググループ配布資料 6、2019.4.26

18)安田陽、送電線は行列のできるガラガラのそば屋さ
ん？、株式会社インプレス R＆D、p26図 2-1-2、
2018.2.28

19)東京電力パワーグリッド株式会社プレスリリース、
千葉方面における再生可能エネルギーの効率的な
導入拡大に向けた「試行的取り組み」について、
2019.5.19

20)北海道新聞、「発送電分離で独立北電ネットワーク
藪下社長に聞く」、2020.5.8 16 版 13面記事

21)下川町、森林未来都市エネルギー自立と地域創造北
海道下川町のチャレンジ、p38、中西出版、
2014.7

25

コンサルタンツ北海道 第 151号

大 内 幸 則(おおうち ゆきのり)

技術士(農業／環境／総合技術監理部門)
博士(畜産衛生学)
新谷建設株式会社札幌支店


